○滝川地区広域消防事務組合職員の勤務評定及び自己申告に関する規程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　昭和47年４月１日訓令第７号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　昭和56年９月３日訓令第７号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和63年３月25日訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成元年１月24日訓令第２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成11年１月１日訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成14年９月４日訓令第８号

平成23年８月10日訓令第３号
平成24年２月28日訓令第２号
平成26年３月28日訓令第１号
　（目的）

第１条　この規程は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第40条第１項の規定に基づき、職員の執務について勤務成績の評定を統一的に行いこれを記録することにより、職員の能力開発、人材育成及び勤務能率の向上を図るとともに、自己申告による職員の意見等の人事管理への反映及び職務に対する意欲の高揚を図り、もって公正な人事行政を推進することを目的とする。

　（定義）

第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　⑴　勤務評定　職員が割り当てられた職務及び責任を遂行した実績並びに執務に関連して見られた職員の適性等の評定をいう。

　⑵　自己申告　職員自らによる職務に対する希望、意向、能力等の申告をいう。

　（勤務評定を受ける職員の範囲）

第３条　勤務評定を受ける職員（以下「被評定者」という。）の範囲は、一般職の職員のうち次に掲げる職員を除く職員とする。

　⑴　消防長及び次長
　⑵　臨時的任用職員

　⑶　嘱託職員

　⑷　前３号に掲げる職員のほか、消防長が指定する職員

　（勤務評定の種類）

第４条　勤務評定は、定期評定、条件付採用期間評定及び特別評定の３種とする。

　（定期評定）

第５条　定期評定は、毎年10月１日を基準日として実施する。ただし、職種の変更、勤務替え、病気その他の理由により変更後の職種又は職務の従事期間が３月に満たず公正な評定ができないと評定を行う者（以下「評定者」という。）が認める場合は、あらかじめ総務課長の承認を得て実施を延期することができる。

２　前項の規定にかかわらず、条件付採用期間中の職員及び基準日以前３月の間において正式採用となった職員は、定期評定の対象としない。

  （条件付採用期間評定）

第６条　条件付採用期間評定は、条件付採用期間中の職員について条件付採用期間開始の日から５月を経過した日（消防長が特に必要があると認める場合にあっては、消防長が別に定める日）を基準日として実施する。

　（特別評定）

第７条　特別評定は、定期評定及び条件付採用期間評定以外に消防長が特に必要があると認める職員について随時実施する。

　（評定期間）

第８条　評定の対象となる期間（以下「評定期間」という。）は、定期評定にあっては前回の定期評定の基準日（以下「定期評定基準日」という。）から当該定期評定基準日の前日まで、条件付採用期間評定にあっては条件付採用期間開始の日から当該評定の基準日の前日まで、特別評定にあってはその都度消防長が必要があると認める期間とする。

２　条件付採用期間評定を受けた後、正式採用となった職員に係る当該評定後最初に到来する定期評定の評定期間は、前項の規定にかかわらず、正式採用となった日から当該定期評定基準日の前日までとする。

３　第５条第１項ただし書の規定に該当し、定期評定を延期した場合の評定期間は、第１項の規定にかかわらず、その理由の消滅した日から延期後の定期評定基準日の前日までとする。

（評定者等）
第９条　評定者は、１次評定者及び２次評定者並びに調整及び総合評定者とし、当該評定者による被評定者の区分は、別表第１のとおりとする。ただし、評定者に事故があるとき、又は欠けたときは、消防長が指定した職員を評定者とする。

２　評定者は、係長職又はこれらに準ずる職員その他の評定者が必要と認める職員に評定事務を補助させ、又はその意見を聴くことができる。

３　評定者の責務は、次のとおりとする。

　⑴　常に職員を観察し、公正な評定を行うよう努めること。

　⑵　評定を一様にしたり、事実以上に上位となるようにする等、機械的又は恣意的な評定は行わないこと。

　⑶　評定書及び勤務評定意見書は、公正な評定を基に作成すること。

　⑷　勤務評定の結果に基づき、職員の指導、評定書の本人開示その他適正な措置を行うこと。

（評定の方法等）
第10条　勤務評定は、職員ごとに評定書（別記第１号様式から別記第10号様式まで）及び勤務評定意見書（別記第11号様式から別記第17号様式まで）を作成し、行うものとする。

２　勤務評定は、それぞれの被評定者に求められる役職ごとに設定されたレベルに立脚した絶対評価方式により行うものとする。

第11条　被評定者（条件付採用期間評定に係る被評定者を除く。）は、評定期間中における自己のあるべき姿等を自ら評価するため、前条第１項に掲げるところにより自己について評定するものとし、定められた期限内に１次評定者に提出するものとする。
第11条の２　１次評定者及び２次評定者は、自ら第10条第１項に掲げるところにより評定を行い、これを被評定者から提出された評定書の記録と比較し、面談により指導及び助言を行った上で、勤務評定意見書を作成するものとする。なお、面談については２次評定者の所属課長が行うものとする。

２　１次評定者及び２次評定者は、前項の規定により作成した評定書及び勤務評定意見書を定められた期限内に、１次評定者にあっては２次評定者に、２次評定者にあっては調整及び総合評定者に提出するものとする。
第11条の３　調整及び総合評定者は、前条第２項の規定により提出された評定書及び勤務評定意見書の内容を審査し、疑義が生じた場合は、当該評定者の意見を徴した上で必要に応じ評価点に所要の調整を行い、及び勤務評定意見書を作成し、定められた期限内に消防長に提出するものとする。

２　調整及び総合評定者は、所管する所属間において著しく評価点に差が生じ、疑義があるときは、必要に応じて２次評定者に再評定を求めることができる。

　（再評定等）

第12条　消防長は、評定書及び勤務評定意見書の提出を受けたときは、これを審査し、評定が不適当であると認めたときは、再評定又は再調整をさせることができる。

　（評定書の記入要領）

第13条　評定書の記入要領は、次のとおりとする。

　⑴　別表第２に掲げる役職別の評定項目に係る評定　各評定項目の評定のポイントごとに精査して次に掲げる５段階に区分するものとし、該当する評点を○印で囲むこと。

　　ア　９及び10　極めて優れている。

　　イ　７及び８　基本的には優れている。

　　ウ　５及び６　標準的である。

　　エ　３及び４　やや劣る。

　　オ　１及び２　極めて劣る。

　⑵　合計評価点の算定及び評定　各評定項目ごとの前号により分類された数値を合算するものとし、この合算した数値に応じ、次に掲げる基準により、該当するＳからＤまでのいずれかの評語を○印で囲むこと。ただし、Ｓに該当する場合であっても各評定項目ごとの評定のいずれかに３及び４があるときはＡと、Ａに該当する場合であっても各評定項目ごとの評定のいずれかに１及び２があるときはＢとする。

　　ア　Ｓ　90点以上

　　イ　Ａ　70点以上90点未満

　　ウ　Ｂ　50点以上70点未満

　　エ　Ｃ　30点以上50点未満

　　オ　Ｄ　30点未満

２　勤務評定意見書の記入要領は、次のとおりとする。

　⑴　評定による措置欄は、該当するものすべてにレ印を記入すること。

　⑵　意見欄は、職員に対して行った執務上の指導、参加させた研修その他指導上の措置及び効果又は業務上の考案、善行若しくは非行の事実等を記入するほか、総合的な評定に関する意見を記入すること。

⑶　勤務評定の際に各評定項目において９及び10又は２及び１と評定した場合は、その理由を意見欄に記載すること。

　⑷　条件付採用期間評定に当たっては、意見欄に正式任用の可否の意見を記載すること。

　（調整職員会議）

第14条　勤務評定の調整を行うため、滝川地区広域消防事務組合勤務評定調整職員会議（以下「調整職員会議」という。）を設置する。

２　調整職員会議の委員は、消防長が指名する職員をもって充てる。

３　調整職員会議は、評定者の作成した評定書を検討し、不均衡の是正その他必要と認める評定等の調整をするものとする。

４　調整職員会議は、勤務評定を受けた職員が評定内容について不服申立てがあった場合は、その申立て内容について調査を行うものとする。

５　前各項に定めるもののほか、調整職員会議の組織及び運営に関し必要な事項は、消防長が別に定める。
　（評定者研修）

第14条の２　消防長は、評定者の勤務評定の公正及び制度の円滑な運用を図るため、必要に応じて評定者研修を実施するものとする。

　（自己申告を行うことができる職員の範囲）

第15条　自己申告を行うことができる職員の範囲は、勤務評定を受ける職員のうち、課長職及び補佐職並びにこれらに準ずる職員を除く職員であって、当該年度において定期評定を受けるものとする。

　（自己申告書の提出）

第16条　自己申告は、自己申告書（別記第18号様式）により行うものとし、その提出は、職員の任意によるものとする。

２　前項の自己申告書の提出期間は、毎年９月１日から10月31日までとし、消防長に提出するものとする。

　（勤務評定等の結果の活用）

第17条　消防長は、勤務評定の結果に応じた措置を講ずるに当たって、勤務成績の優秀な職員についてはこれを評価して職員の志気を高めるように努め、勤務成績の劣っている職員については執務上の指導、研修の実施、職務の割当ての変更その他適当と認める措置を講ずるように努めなければならない。

２　消防長は、自己申告の結果に応じて、職員の適正な配置替えその他必要と認める措置を講ずるように努めなければならない。

　（評定結果等の取扱い）

第18条　調整職員会議における勤務評定の結果については、勤務評定を受けた職員からの請求に応じ、評定書に限り、期間等を定め本人に開示するものとする。

２　前項において、開示請求した評定書に不服がある職員は、期日を定めて調整職員会議に申し立てができるものとする。

３　勤務評定の結果のうち、勤務評定意見書及び自己申告の内容は、開示しない。

　（施行細目）

第19条　この規程で定めるもののほか必要な事項は、消防長が別に定める。

　　　　　　　　

　　　附　則
１　この規程は、昭和47年４月１日から施行する。
２　平成23年度に行う勤務評定及び自己申告については、この規程にかかわらず、別に消防長が定めるところにより行うものとする。
　　　附　則（昭和56年９月３日訓令第７号）

　この規程は、公布の日から施行し、昭和56年６月１日から適用する。

　　　附　則（昭和63年３月25日訓令第１号）

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成元年１月24日訓令第２号）

　この規程は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成11年１月１日訓令第１号）

　（施行期日）

１　この規程は、公布の日から施行する。

　（経過措置）

２　平成10年度に行う定期評定に関するこの規程による改正後の滝川地区広域消防事務評定及び自己申告に関する規程（以下「改正後の規程」という。）第５条第１項及び第８条第１項の適用については、第５条第１項中「毎年11月１日」とあるのは「平成11年２月１日」と、第８条第１項中「前回の定期評定基準日から当該定期評定基準日」とあるのは「滝川地区広域消防事務組合職員勤務評定規程の一部を改正する規程（平成11年滝川地区広域消防事務組合訓令第１号。以下「改正規程」という。）による改正前の滝川地区広域消防事務組合職員勤務評定規程第５条の規定により平成10年２月に実施した定期評定（同条ただし書の規定により実施の時期を延期した場合の定期評定を含む。）の評定日から改正規程附則第２項の規定により平成11年２月１日と読み替えて適用される定期評定基準日」とする。

３　平成10年度に行う自己申告に関する改正後の規程第16条第２項の適用については、同項中「毎年10月１日から10月31日まで」とあるのは、「平成11年１月１日から平成11年１月31日まで」とする。

　　　附　則（平成14年９月４日訓令第８号）

　この規程は、平成14年10月１日から施行する。
附　則（平成23年８月10日訓令第３号）

　この規程は、公布の日から施行する。
附　則（平成24年２月28日訓令第２号）
　この規程は、平成24年４月１日から施行する。
附　則（平成26年３月28日訓令第１号）
この規程は、平成26年４月１日から施行する。

別表第１（第９条関係）

被評定者及び評定者

１　消防本部に勤務する職員（兼務職員は除く。）

	
	被　評　定　者

	
	係長職以下
	補佐職
	課長職

	一次評定者
	補佐職
	―
	―

	二次評定者
	課長職
	課長職
	次長

	調整及び

総合評定者
	消防長又は次長
	消防長又は次長
	消防長


２　消防署に勤務する職員

	
	被　評　定　者

	
	係長職以下
	補佐職
	課長職

	
	
	
	課長職
	署長

	一次評定者
	補佐職
	―
	―
	―

	
	補佐職
	
	
	

	二次評定者
	課長職
	課長職
	署長
	次長

	
	課長職
	課長職
	
	

	調整及び

総合評定者
	署長
	署長
	消防長又は次長
	消防長


３　支署に勤務する職員

	
	被　評　定　者

	
	係長職以下
	補佐職
	課長職

	一次評定者
	補佐職
	―
	―

	
	補佐職
	
	

	二次評定者
	支署長
	支署長
	署長

	調整及び

総合評定者
	支署長
	支署長
	消防長又は次長


備考

１　評定者及び調整者が病気その他の理由により長期間にわたり不在になることが明らかなときは、総務課長と協議の上、評定者及び評定方法を定めるものとする。

２　この表中、一次評定者が２名については、上段の職を有する者は、交替勤務に従事する補佐職とし、下段の職を有する者は、所管事務を担当する補佐職とし、消防署に勤務する職員の二次評定者についても同様の取扱いとする。

別表第２（第13条第１項関係）
	区　　分
	
	役　職　別　区　分

	
	評定項目
	係職
	係長職
	課長・
補佐職

	知識・技術
	知識・技術
	○
	○
	

	思考力
	判断力
	○
	○
	○

	
	企画・計画力
	○
	○
	○

	対人能力
	ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ
	統率力
	
	○
	○

	
	
	人材育成力
	
	○
	○

	
	対人関係力
	折衡・調整力
	○
	○
	○

	
	
	情報収集・活用力
	○
	○
	○

	
	
	住民対応力
	○
	○
	○

	意欲・態度
	意欲
	ストレス耐性
	
	
	○

	
	
	柔軟性
	
	○
	○

	
	
	積極性
	○
	
	

	
	
	協調性
	○
	
	

	
	態度
	規律性
	○
	○
	○

	
	
	勤務態度
	○
	
	


